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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第64期
第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 6,160,218 6,807,046 32,881,926

経常利益又は経常損失(△) (千円) 64,914 △15,829 1,006,012

四半期(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(千円) 22,028 △19,575 471,281

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 22,109 △58,497 528,295

純資産額 (千円) 8,949,374 9,293,176 9,455,328

総資産額 (千円) 16,383,484 17,562,228 18,258,527

１株当たり四半期(当期)純利
益金額又は１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) 1.91 △1.70 810.10

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 53.84 52.25 51.10

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 358,768 681,468 △90,338

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △84,353 △27,697 △303,004

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △86,029 △103,566 △90,042

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,738,474 4,616,907 4,066,703

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済および景気動向は、厳しい状況ではあったものの、東

日本大震災の復興需要や政府の政策効果を背景に、緩やかな回復基調で推移し、企業業績も小幅ながら改

善の傾向が見受けられるようになりました。しかしながら、国内の政局不安や今後予想される電力需要

ピーク時における電力供給の制約懸念に加え、欧州政府の債務危機問題の再燃による円高や株安の進行、

デフレの影響など再び景気を下押しさせるリスクが多く存在しており、予断を許さない状況が続いてお

ります。

　このような経済環境のもと当社グループにおきましては、東京電力株式会社の設備投資計画による受注

は減少したものの、主要取引先であります東京ガス株式会社や静岡ガス株式会社をはじめとした他ガス

事業者の設備投資計画による受注が堅調を維持いたしました。この結果、当第1四半期連結累計期間にお

ける業績は、売上高6,807百万円（前年同期比10.5%増）となりましたが、厳しい受注環境下、一部で低価

格での受注を余儀なくされたことにより、利益面では営業損失72百万円（前年同期は19百万円の営業利

益）、経常損失15百万円（前年同期は64百万円の経常利益）、四半期純損失19百万円（前年同期は22百万

円の四半期純利益）となりました。

　

セグメントの状況は次のとおりであります。

ガス工事事業

ガス設備新設工事において、集合住宅の受注は苦戦を強いられたものの、戸建住宅は営業施策強化の効

果により好調を維持したほか、空調工事や集合住宅給湯・暖房工事につきましても、安定的な受注を確保

することができました。また、ガス導管工事においても、主要取引先であります東京ガス株式会社や静岡

ガス株式会社をはじめとした他ガス事業者の設備投資計画による受注が堅調を維持いたしました。この

結果、売上高は5,426百万円（前年同期比8.5%増）となりましたが、一部、採算面において厳しい物件も

あったこと等の影響により、利益面では経常利益81百万円（前年同期比3.7%減）となりました。
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建築・土木工事事業

東京電力株式会社からの発注に伴う管路埋設工事やケーブル関連保守工事の受注が減少したほか、顧

客企業の設備投資計画の先送り傾向により工場施設関連の営繕工事は減少したものの、水道局関連工事

および既築マンションをターゲットとしたリノベーション工事（雑排水管ライニング工事を含めた改修

工事）において、前年度からの大型繰越案件が完成したほか、ゴルフ場等のイリゲーション工事（緑化散

水設備工事）も前年並みの受注を確保いたしました。この結果、売上高は687百万円（前年同期比51.4%

増）となりましたが、一部大規模水道工事における厳しい請負金額での受注の影響により、利益面では経

常損失86百万円（前年同期は40百万円の経常損失）となりました。

その他事業

エネリア静岡東において、提案力強化のための人材育成に注力し、一般ガス機器販売およびリフォーム

工事の受注は好調に推移いたしましたが、販売競争の激化に伴い値引きを余儀なくされたことや営業マ

ン育成費用が増加したため、利益面では前年を下回る結果となりました。また、東京ガスライフバル西む

さしにおいても、各種キャンペーンや付加価値提案強化等の施策を展開し、環境対応型機器を含む一般ガ

ス機器をはじめ、最重要戦略機種としているエネファームの成約も順調に推移したものの、保安点検業務

が減少したほか、販売リベート体系の変更に伴い、利益面でも前年を下回りました。この結果、売上高677

百万円（前年同期比1.8%減）、経常損失28百万円（前年同期は6百万円の経常利益）となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末の18,258百万円に比べて3.8％減少し

17,562百万円となりました。これは現金及び預金が550百万円増加し、未成工事支出金が832百万円増加し

ましたが、完成工事未収入金が2,504百万円減少したことなどが主な要因であります。

負債合計は、前連結会計年度末の8,803百万円に比べて6.1％減少し8,269百万円となりました。これは

未成工事受入金が435百万円増加しましたが、工事未払金が1,403百万円減少したことなどが主な要因で

あります。

純資産合計は、前連結会計年度末の9,455百万円に比べて1.7％減少し9,293百万円となりました。これ

は株式配当金103百万円の支払い等により、利益剰余金が123百万円減少したことなどが主な要因であり

ます。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度

末と比べ550百万円増加し、4,616百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結累計期間の営業活動による資金は681百万円の収入(前年同期は358百万円の収入)と

なりました。主なプラス要因は未成工事受入金の増加435百万円、売上債権の減少2,370百万円などであ

り、主なマイナス要因は未成工事支出金の増加832百万円、仕入債務の減少1,436百万円などによるもので

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結累計期間の投資活動による資金は27百万円の支出(前年同期は84百万円の支出)とな

りました。主なマイナス要因は有形固定資産の取得による支出46百万円などによるものです。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当第１四半期連結累計期間の財務活動による資金は103百万円の支出(前年同期は86百万円の支出)とな

りました。主なマイナス要因は配当金の支払い102百万円などによるものです。

　
(4) 受注高、売上高、繰越高及び施工高

　

項目 種類別
前期繰越高
(千円)

当期受注高
(千円)

計
(千円)

当期売上高
(千円)

次期繰越高

当期施工高
(千円)手持高

(千円)

うち施工高

割合
(％)

金額
(千円)

第64期
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

ガス工事事業 7,123,9717,015,73014,139,7025,016,7039,122,998
 
22.1

2,017,3705,731,385

建築・土木工
事事業

1,204,6621,032,7062,237,368454,2091,783,15930.1 536,197764,912

計 8,328,6348,048,43616,377,0715,470,91310,906,15723.42,553,5686,496,298

その他事業 33,398710,669744,067689,30554,76213.3 7,273691,022

合計 8,362,0328,759,10617,121,1396,160,21810,960,92023.42,560,8427,187,320

第65期
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

ガス工事事業 8,306,6957,647,65815,954,3545,442,67310,511,68125.02,623,1036,269,409

建築・土木工
事事業

1,426,257883,0612,309,319687,5501,621,76823.0 372,507658,480

計 9,732,9538,530,72018,263,6736,130,22312,133,44924.72,995,6116,927,889

その他事業 25,527719,866745,394676,82268,57121.2 14,541690,230

合計 9,758,4809,250,58619,009,0676,807,04612,202,02124.73,010,1527,618,120

（注）１.前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含みます。従って、当期売上高にも当該増減額が含まれております。

 ２.次期繰越高の施工高は、手持工事高における支出金より推定したものであります。

 ３.金額には消費税等は含まれておりません。

 ４.セグメント間取引については、相殺消去しております。

 ５.ガス工事事業の売上高は工材販売手数料等、前期16,634千円、当期16,580千円含んでおります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000 11,800,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は、
1,000株であります。

計 11,800,000 11,800,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 － 11,800,000 － 590,000 － 1,909

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

282,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,490,000
11,490 －

単元未満株式
普通株式

28,000
－ －

発行済株式総数 11,800,000－ －

総株主の議決権 － 11,490 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 840 株が含まれております。　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社協和日成

東京都渋谷区神南
　　　　一丁目８番10号

282,000 － 282,000 2.39

計 ― 282,000 － 282,000 2.39

　

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月1日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月1日から平成24年６月30日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、藍監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

株式会社協和日成(E00189)

四半期報告書

 8/20



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,066,703 4,616,907

受取手形 ※２
 445,080

※２
 605,015

完成工事未収入金 5,928,635 3,424,261

有価証券 38,560 20,893

未成工事支出金 2,232,918 3,065,527

商品及び製品 14,244 12,826

原材料及び貯蔵品 64,697 68,891

その他 852,679 1,126,036

貸倒引当金 △92,516 △62,394

流動資産合計 13,551,004 12,877,964

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 625,185 617,555

機械装置及び運搬具（純額） 9,513 8,764

工具、器具及び備品（純額） 85,946 79,946

土地 1,198,971 1,198,971

リース資産（純額） 7,196 10,347

その他 1,955 37,899

有形固定資産合計 1,928,768 1,953,483

無形固定資産

のれん 118,202 113,656

リース資産 4,966 4,393

その他 28,521 28,520

無形固定資産合計 151,690 146,570

投資その他の資産

投資有価証券 1,408,572 1,360,513

その他 1,320,770 1,299,860

貸倒引当金 △102,279 △76,163

投資その他の資産合計 2,627,063 2,584,209

固定資産合計 4,707,522 4,684,263

資産合計 18,258,527 17,562,228
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 190,221 156,892

工事未払金 4,430,584 3,027,391

未払法人税等 345,070 136,501

未成工事受入金 1,086,995 1,522,055

賞与引当金 702,717 939,850

リース債務 4,843 5,515

その他 677,285 1,115,004

流動負債合計 7,437,717 6,903,212

固定負債

退職給付引当金 973,045 1,000,841

役員退職慰労引当金 166,765 174,041

リース債務 7,927 9,962

資産除去債務 37,898 38,109

その他 179,846 142,885

固定負債合計 1,365,482 1,365,839

負債合計 8,803,199 8,269,052

純資産の部

株主資本

資本金 590,000 590,000

資本剰余金 1,918 1,918

利益剰余金 8,688,821 8,565,591

自己株式 △33,760 △33,760

株主資本合計 9,246,979 9,123,749

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 83,015 53,328

その他の包括利益累計額合計 83,015 53,328

少数株主持分 125,332 116,097

純資産合計 9,455,328 9,293,176

負債純資産合計 18,258,527 17,562,228
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 6,160,218 6,807,046

売上原価 5,400,489 6,107,571

売上総利益 759,729 699,474

販売費及び一般管理費 739,954 772,464

営業利益又は営業損失（△） 19,775 △72,990

営業外収益

受取利息 1,034 1,251

受取配当金 12,364 12,376

受取手数料 5,252 10,496

雑収入 7,667 6,639

貸倒引当金戻入額 21,838 29,112

持分法による投資利益 920 70

営業外収益合計 49,077 59,946

営業外費用

支払手数料 2,560 2,589

雑支出 1,378 197

営業外費用合計 3,938 2,786

経常利益又は経常損失（△） 64,914 △15,829

特別損失

固定資産除却損 153 14

投資有価証券評価損 － 158

特別損失合計 153 172

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

64,760 △16,002

法人税、住民税及び事業税 157,996 131,292

法人税等調整額 △122,484 △118,484

法人税等合計 35,511 12,807

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

29,248 △28,810

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7,219 △9,234

四半期純利益又は四半期純損失（△） 22,028 △19,575
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

29,248 △28,810

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △6,943 △29,898

持分法適用会社に対する持分相当額 △195 211

その他の包括利益合計 △7,139 △29,687

四半期包括利益 22,109 △58,497

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 14,889 △49,263

少数株主に係る四半期包括利益 7,219 △9,234
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

64,760 △16,002

減価償却費 29,882 22,940

のれん償却額 4,546 4,546

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,838 △56,237

賞与引当金の増減額（△は減少） 260,299 237,133

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,266 27,796

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,533 7,276

受取利息及び受取配当金 △13,399 △13,628

有形固定資産除却損 153 14

投資有価証券評価損益（△は益） － 158

持分法による投資損益（△は益） △920 △70

売上債権の増減額（△は増加） 1,767,246 2,370,523

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,069,052 △832,608

たな卸資産の増減額（△は増加） 4,365 △2,775

未成工事受入金の増減額（△は減少） 476,230 435,060

仕入債務の増減額（△は減少） △1,150,008 △1,436,521

その他 233,317 250,209

小計 603,383 997,816

利息及び配当金の受取額 15,500 15,738

法人税等の支払額 △260,115 △332,087

営業活動によるキャッシュ・フロー 358,768 681,468

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100,000 －

有価証券の取得による支出 △5,397 △5,398

有価証券の売却による収入 5,396 23,065

有形固定資産の取得による支出 △10,499 △46,125

投資有価証券の取得による支出 △401 △401

投資有価証券の売却による収入 19,860 －

貸付けによる支出 △700 △19,250

貸付金の回収による収入 9,644 17,839

その他 △2,255 2,573

投資活動によるキャッシュ・フロー △84,353 △27,697

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1,210 △1,322

配当金の支払額 △84,818 △102,244

財務活動によるキャッシュ・フロー △86,029 △103,566

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 188,385 550,203

現金及び現金同等物の期首残高 4,550,088 4,066,703

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,738,474

※
 4,616,907
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更に伴う当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成24年６月30日)

　１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行シンジケーション方式クレジット・ファシ

リティ契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高は次のとおりです。

 

貸出コミットメントの総額　　3,500,000千円

　貸出実行残高　　　 　　　　　　　─　千円

差引額　　　　　　　　　　　3,500,000千円

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。なお、当連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形が、期末残高に含まれております。　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
受取手形　 　　　 　　　　　3,676千円

　１　当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行３行シンジケーション方式クレジット・ファ

シリティ契約を締結しております。

当第１四半期連結会計期間末における貸出コミッ

トメントに係る借入金未実行残高は次のとおりで

す。

貸出コミットメントの総額　　3,500,000千円

貸出実行残高　　　　　 　　　　　─　千円

差引額                      3,500,000千円

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれ

ております。

受取手形　 　　　　　　　　60,826千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金

現金及び現金同等物

4,738,474千円

4,738,474千円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,616,907千円

現金及び現金同等物 4,616,907千円

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

 １．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 86,383 7.50平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

 １．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 103,654 9.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　(注)１株当たり配当額(円)は、記念配当1.50円を含んでおります。

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 ガス工事事業 建築・土木工事事業 その他事業 計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 売上高 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する売上高 5,000,069454,209689,3056,143,58416,6346,160,218

 (2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － 393 393 △393 －

計 5,000,069454,209689,6996,143,97816,2406,160,218

セグメント利益又は損失(△) 84,688△40,380 6,794 51,102 13,811 64,914

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額16,634千円であります。

(2)セグメント利益又は損失(△)の調整額は、たな卸資産調整額△583千円、のれん償却額△1,358千円、連結調

整及び全社費用15,754千円であります。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 ガス工事事業 建築・土木工事事業 その他事業 計
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 売上高 　 　 　 　 　 　

 (1)外部顧客に対する売上高 5,426,092687,550676,8226,790,46516,5806,807,046

 (2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － 448 448 △448 －

計 5,426,092687,550677,2706,790,91416,1326,807,046

セグメント利益又は損失(△) 81,588△86,301△28,335△33,048 17,219△15,829

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

(1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額16,580千円であります。

(2)セグメント利益又は損失(△)の調整額は、たな卸資産調整額△729千円、のれん償却額△1,358千円、連結調

整及び全社費用19,306千円であります。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
　３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後

の法人税法に基づく方法に変更しております。

なお、この変更に伴う当第１四半期連結累計期間のセグメント損益に与える影響は軽微であります。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

    １株当たり四半期純利益金額又は
　　１株当たり四半期純損失金額(△)

１円91銭 △１円70銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益金額又は
　　四半期純損失金額(△)                 (千円)

22,028 △19,575

    普通株主に帰属しない金額             (千円) － －

    普通株式に係る四半期純利益金額
    又は四半期純損失金額(△)　　　　　　 (千円)

22,028 △19,575

    普通株式の期中平均株式数              (株) 11,517,759 11,517,160

　(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

１.固定資産の取得

当社は、平成24年７月20日開催の取締役会において、将来の本社移転候補先として土地・建物の取

得を決議し、平成24年７月30日に信託受益権譲渡契約を締結しました。

　

        移転候補地　　　　　　             東京都中央区入船

　　　　物件引渡し予定日　　　             平成24年８月31日

　　　　 (信託契約解除および現物交付日)

        取得価格　　　　　　             　1,700百万円

　　　　土　地　　　　　　　　             472.86㎡

　　　　建　物　　　　　　　　             3,360.4㎡

　　　　購入資金　　　　　　　             自己資金と金融機関からの借入を併用予定

　　　　なお、移転候補地への移転時期については未定であります。

　

２ 【その他】

    該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

株式会社協和日成

取締役会  御中

　

藍監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　林　恒　男  　　  印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    関　端　京  夫　　　  印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社協和日成の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和日成及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　(重要な後発事象)に記載のとおり、会社は平成24年７月20日開催の取締役会において、将来の本社移転候補
先として土地・建物の取得を決議し、平成24年７月30日に信託受益権譲渡契約を締結した。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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